
平成23年6月29日

第101期　決算公告
福岡市博多区博多駅前三丁目1番1号

株式会社　　西日本シティ銀行
 取締役頭取　 久 保 田　勇 夫

　連結貸借対照表(平成23年3月31日現在)

（単位：百万円）

金 額 科 目 金 額

（ 負 債 の 部 ）

224,843          預 金 6,451,406        

10,735           譲 渡 性 預 金 141,495          

25,425           コールマネー及び売渡手形 134,379          

3,297            債券貸借取引受入担保金 44,459           

2,942            借 用 金 45,970           

1,635,176        外 国 為 替 101              

5,229,084        社 債 78,300           

10,441           信 託 勘 定 借 7                

49,711           そ の 他 負 債 55,388           

120,936          役 員 賞 与 引 当 金 49               

建 物 24,703           退 職 給 付 引 当 金 10,805           

土 地 82,571           役 員 退 職 慰 労 引 当 金 758              

リ ー ス 資 産 451              睡眠預金払戻損失引当金 1,047            

建 設 仮 勘 定 151              偶 発 損 失 引 当 金 2,115            

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 13,058           特 別 法 上 の 引 当 金 0                

4,257            再評価に係る繰延税金負債 22,310           

ソ フ ト ウ ェ ア 3,028            支 払 承 諾 61,673           

の れ ん 516              負 債 の 部 合 計 7,050,269        

リ ー ス 資 産 22               （ 純 資 産 の 部 ）

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 690              資 本 金 85,745           

67,723           資 本 剰 余 金 90,301           

61,673           利 益 剰 余 金 116,300          

△ 43,498        自 己 株 式 △ 661           

△ 999           （ 株 主 資 本 合 計 ） (291,686)         

その他有価証券評価差額金 3,408            

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 0             

土 地 再 評 価 差 額 金 27,989           

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 0             

（その他の包括利益累計額合計） (31,396)          

少 数 株 主 持 分 28,397           

純 資 産 の 部 合 計 351,480          

7,401,749        負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 7,401,749        資 産 の 部 合 計

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

科 目

貸 出 金

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権
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（単位：百万円）

165,123        

127,384        

貸 出 金 利 息 107,567        

有 価 証 券 利 息 配 当 金 19,072         

コールローン利息及び買入手形利息 116            

預 け 金 利 息 70             

そ の 他 の 受 入 利 息 557            

6              

29,627         

193            

4,606          

3,305          

134,588        

12,476         

預 金 利 息 8,884          

譲 渡 性 預 金 利 息 323            

コールマネー利息及び売渡手形利息 288            

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 123            

借 用 金 利 息 650            

社 債 利 息 2,087          

そ の 他 の 支 払 利 息 118            

9,343          

0              

4,459          

87,861         

20,448         

30,535         

7,706          

固 定 資 産 処 分 益 86             

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 6,209          

償 却 債 権 取 立 益 1,410          

4,005          

固 定 資 産 処 分 損 379            

減 損 損 失 1,125          

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 686            

そ の 他 の 特 別 損 失 1,814          

34,235         

656            

△ 21,674      

△ 21,017      

55,253         

1,869          

53,384         

法 人 税 等 合 計

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

特 別 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

特 定 取 引 費 用

特 定 取 引 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 業 務 収 益

                       連結損益計算書

金 額

信 託 報 酬

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

科 目

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

　平成22年 4月 1日から
　平成23年 3月31日まで
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連結財務諸表の作成方針 

（1）連結の範囲に関する事項 

①連結される子会社及び子法人等  12 社 

株式会社長崎銀行 

ＮＣＢターンアラウンド株式会社 

ＮＣＢビジネスサービス株式会社 

ＮＣＢオフィスサービス株式会社 

ＮＣＢモーゲージサービス株式会社 

Nishi-Nippon City Preferred Capital（Cayman）Limited 

Nishi-Nippon Finance（Cayman）Limited 

株式会社ＮＣＢリサーチ＆コンサルティング 

九州債権回収株式会社 

九州カード株式会社 

西日本シティＴＴ証券株式会社 

西日本信用保証株式会社 

 

なお、西日本シティＴＴ証券株式会社を株式の取得により当連結会計年度から連結しております。 

また、連結される子会社であるＮＣＢターンアラウンド株式会社は、平成 22 年 9 月 30 日の株主総会において

解散を決議し、平成 23 年 5 月 13 日に清算結了しております。 

 

②非連結の子会社及び子法人等 

西日本チャレンジ投資事業有限責任組合 2号 

 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に

見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及

び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

（2）持分法の適用に関する事項 

①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 
 

②持分法適用の関連法人等   1 社 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データＮＣＢ 
 

③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

西日本チャレンジ投資事業有限責任組合 2号 
 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う

額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響

を与えないため、持分法の対象から除いております。 
 

④持分法非適用の関連法人等 

該当ありません。 

（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

①連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

1月 14 日   1 社 

3 月末日  11 社 

②1 月 14 日を決算日とする連結される子会社については、3 月末日現在で実施した仮決算に基づく財務

諸表により、またその他の連結される子会社及び子法人等については、それぞれの決算日の財務諸

表により連結しております。 

（4）のれんの償却に関する事項 

5 年間の定額法により償却を行っております。 
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連結注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

会計処理基準に関する事項 

（1）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して

利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借

対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上

「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、先

物・オプション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により行っておりま

す。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権

等については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会

計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

（2）有価証券の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の

非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有

価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により

算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行ってお

ります。 

  なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(ﾛ) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、

時価法により行っております。 

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

（4）減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建  物  3 年～60 年 

その他  2 年～20 年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法

により償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに

連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については零としております。 

（5）貸倒引当金の計上基準 

当行及び主要な連結される子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上し

ております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれ

と同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されて

いる直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計

上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務

者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しており

ます。 
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また、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の

元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該

キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金

とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。また、当該大口債務者のうち、将来キャ

ッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、個別的に残存期間を算定し、

その残存期間に対応する今後の一定期間における予想損失額を引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお

ります。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証によ

る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は

38,842 百万円であります。 

その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して

必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれ

ぞれ引き当てております。 

（6）投資損失引当金の計上基準 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券及びゴルフ会員権等の発行会社の財政状態等を

勘案して必要と認められる額を計上しております。 

（7）役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計

年度に帰属する額を計上しております。 

（8）退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりでありま

す。 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として 10 年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

（9）役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額の

うち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

(10) 睡眠預金払戻引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の

払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認められる額を計上しております。 

(11) 偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に係る債権に関して将来発生する可能性のある負担金支払

額及び、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し将来発生する可能性のある損失を見積り必要と

認められる額を計上しております。 

(12) 特別法上の引当金の計上基準 

特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、有価証券の売買その他の取引等に関して生じた事故に

よる損失に備えるため、連結される子会社が金融商品取引法第 46 条の 5 及び金融商品取引業等に関する内閣府令

第 175 条の規定に定めるところにより算出した額を計上しております。 

(13) 外貨建資産・負債の換算基準 

外貨建資産及び負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

(14) リース取引の処理方法 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成 20 年 4 月 1 日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会

計処理によっております。 
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(15) 重要なヘッジ会計の方法 

 (ｲ) 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。

以下「業種別監査委員会報告第 25 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価

の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッ

ジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在する

ことを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

(ﾛ) 内部取引等 

デリバティブ取引のうち内部部門間の内部取引については、ヘッジ手段として指定している為替スワップ取

引に対して、業種別監査委員会報告第 25 号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる

対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っているため、当該為替スワップ取引から生じる収益及び費用は消

去せずに損益認識又は繰延処理を行っております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

(16) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日

本銀行への預け金であります。 

(17) 消費税等の会計処理 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準） 

当連結会計年度から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号平成 20 年 3 月 31 日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号平成 20 年 3月 31 日）を適用しております。 

これにより、経常利益は 2 百万円増加し、税金等調整前当期純利益は 685 百万円減少しております。 

表示方法の変更 

（連結貸借対照表関係） 

「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第 5 号平成 23 年 3 月 25 日）により改正された｢銀行法

施行規則｣(昭和 57 年大蔵省令第 10 号)別紙様式を適用し、前連結会計年度における「評価・換算差額等」は当連結

会計年度から「その他の包括利益累計額」として表示しております。 

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度から「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第 41 号平成 22 年 9 月 21 日）によ

り改正された「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省令第 10 号)別紙様式を適用し、「少数株主損益調整前当期純利

益」を表示しております。 

 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式及び出資金を除く）  439 百万円 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は 6,531 百万円、延滞債権額は 139,302 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。

以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1 項第 3 号

のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを

目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
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３．貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は 262 百万円であります。 

なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から 3 月以上遅延している貸出金で

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 10,448 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 3

カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、3 カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 156,545 百万円でありま

す。 

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第 24 号。）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び

買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、

35,505 百万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金預け金 67 百万円

買入金銭債権 1,377 百万円

有価証券 368,418 百万円

担保資産に対応する債務 

預金 18,282 百万円

コールマネー及び売渡手形 69,600 百万円

債券貸借取引受入担保金 44,459 百万円

借用金 23,197 百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、現金預け金 2 百万円、有価証券

213,373 百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は 3,512 百万円であります。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契

約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。こ

れらの契約に係る融資未実行残高は、1,760,706 百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のもの又は任

意の時期に無条件で取消可能なものが 1,744,582 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも

当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ

らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子

会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けら

れております。また、契約時において必要に応じて不動産･有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に

予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ

ております。 

９．土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行及び銀行連結子会社の事業

用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 平成 10 年 3月 31 日 

同法律第 3条第 3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政

令第 119 号）第 2 条第 1 号に定める近隣の地価公示法（昭和 44

年公布法律第 49 号）及び同条第 4 号に定める地価税法（平成 3

年法律第 69 号）に基づいて、時点修正等合理的な調整を行っ

て算出。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用の土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用の

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額      35,206 百万円 

10．有形固定資産の減価償却累計額 72,159 百万円 

11．有形固定資産の圧縮記帳額  8,363 百万円 
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12．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 16,000 百万円が

含まれております。 

13．社債は、劣後特約付社債 78,300 百万円であります。 

14.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第 2 条第 3 項）による社債に対する保証債務の

額は 9,748 百万円であります。 

15. １株当たりの純資産額       406 円 32 銭 

16. 当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額  17 百万円 

17. 連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース

契約により使用しております。 

18. 当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

退職給付債務                       △ 55,954 百万円 

年金資産（時価）                       42,906 

未積立退職給付債務                    △ 13,048 

会計基準変更時差異の未処理額                       － 

未認識数理計算上の差異                 11,365 

未認識過去勤務債務（債務の減額）            － 

連結貸借対照表計上額の純額              △ 1,682 

前払年金費用                       9,123 

退職給付引当金             △ 10,805 

19. 連結自己資本比率（国内基準）は、10.61％であります。 

（連結損益計算書関係） 

１．「その他経常費用」には、貸出金償却 10,544 百万円、バルクセール売却損 2,859 百万円及び株式等償却 2,477 百

万円を含んでおります。 

２．「その他の特別損失」には、貸出債権の流動化において継続保有する劣後受益権について、期限前償還率の見積

りの変更で見直された残存価額との差額を処理した額 1,688 百万円を含んでおります。 

３．1株当たり当期純利益金額        66 円 98 銭 

４．潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額   65 円 04 銭 

５．連結包括利益計算書における包括利益の金額は54,161 百万円であります。 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当行は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、内国為替業務、外国為替業務など銀行業務を中心に金融サ

ービスに係る事業を行っており、市場の状況や長短のバランスを勘案して、資金の運用及び調達を行っておりま

す。これらの事業を行うため、オフバランス取引を含む銀行全体の資産・負債を対象として、リスクを統合的に

把握し、適正にコントロールすることで、合理的かつ効率的なポートフォリオを構築し、収益の極大化・安定化

を目指した資産・負債の総合管理(ALM)を実施しております。 

また、当行の一部の連結子会社は、銀行業務、クレジットカード業務、信用保証業務、債権管理・再生支援業

務、債権管理回収業務を行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当行グループの総資産の 70%を占める貸出金は、主として国内の法人及び個人に対するものであり、契約不履

行によってもたらされる信用リスクを内包しております。大口貸出先の信用力の悪化や担保価値の大幅下落、そ

の他予期せぬ問題等が発生した場合、想定外の償却や貸倒引当金の積み増しといった信用コストが増加するおそ

れがあり、また、資産運用ウェイトからもその影響力は大きく、財政状態及び業績に悪影響を与える可能性があ

ります。 

有価証券は、主に株式、債券及び投資信託等であり、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスクを内

包しております。市場性のある株式については、マーケットの動向次第では株価の下落により減損または評価損

が発生し、債券についても、今後、景気の回復等に伴い金利が上昇した場合、保有する債券に評価損が発生する

など、価格変動リスクを内包しております。 
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借用金及び社債については、当行グループで、財務内容の悪化等により資金繰りに問題が発生したり、資金の

確保に通常より高い金利での資金調達を余儀なくされた場合、また、市場の混乱等による市場取引の中止や、通

常より著しく不利な価格での取引を余儀なくされた場合、その後の業務展開に影響を受けるなど流動性リスクを

内包しております。 

デリバティブ取引には、金利スワップ取引、先物為替取引、通貨スワップ取引及び通貨オプション取引等があ

ります。これらの取引は、主にオン・バランス資産・負債の市場リスクの管理・軽減を目的としたヘッジ取引で

あり、一部トレーディング業務における相場等の短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得ることを目

的としております。ヘッジ取引の内容は、主として、金利スワップによる固定金利貸出、満期繰上特約付定期預

金(コーラブル預金)等の金利変動リスクに対するヘッジ、及び先物為替・通貨オプション取引等による外貨建資

産・負債の為替変動リスクに対するヘッジであり、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を

比較し、両者の変動額等を基礎として、ヘッジの有効性を評価しております。但し、特例処理によっている金利

スワップについては、継続的に特例処理の要件を検討することにより、有効性の評価を省略しております。これ

らのデリバティブ取引は、金利・為替・株価等の変動により保有ポジションの価値が減少する市場リスク、及び

取引の相手方が契約不履行となった時点において損失を被る信用リスクを内包しております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当行では、信用リスクが最重要リスクであるとの認識のもと、信用リスク管理の基本的な考え方を定めた

「信用リスク管理方針」や与信行動規範である「クレジットポリシー」に基づき、信用リスク管理の強化に取

り組んでおります。 

個別案件の与信は、厳正な審査基準に基づいた審査を行っているほか、特に一定の基準を超える案件につい

ては、審査部の専門スタッフによる高度な審査を通して資産の健全性の維持に努めております。 

貸出ポートフォリオについても、「信用格付制度」をベースに「信用リスクの定量分析」や「業種別ポートフ

ォリオ管理」を通して特定の業種や取引先に偏ることのないようリスク分散に留意しております。 

また、適正な償却・引当を実施するため、資産の自己査定を行い、監査部内の資産監査室において自己査定

の実施状況及びこれに基づく償却・引当の妥当性を監査しております。 

② 市場リスクの管理 

当行では、市場取引の執行部署(フロントオフィス)と事務処理部署(バックオフィス)を明確に分離し、市場

部門から独立した経営管理部をリスク管理担当(ミドルオフィス)として市場取引の損益状況や市場リスク関連

規程等の遵守状況をチェックするなど、相互牽制を行う体制を整備しております。 

また、BPV、VaR 法等の複数のリスク計測手法により、管理手法の高度化を図る一方、市場リスクの許容限度

を設定し、許容できる一定の範囲内に市場リスクをコントロールすることにより、安定した収益の実現に努め

ております。 

③ 流動性リスクの管理 

当行では、流動性リスクが顕在化した場合、経営破綻やシステミックリスクが発生する懸念もあることから、

流動性リスクを重要なリスクのひとつと認識しており、十分な支払準備資産の確保、様々な緊急事態を想定し

た「コンティンジェンシープラン(危機管理計画書)」の策定等により、流動性リスクに備えております。 

日常の資金繰りは、資金繰り管理部署である資金証券部・市場証券部が市場性資金の運用・調達を行い、流

動性リスク管理部署である経営管理部が資金繰り状況を確認する等の相互牽制を行う体制を整備しており、円

滑かつ安定的な資金繰りの維持に努めております。 

④ デリバティブ取引に係るリスク管理 

デリバティブ取引は、社内規定に則って作成された運営ルールにより執行されております。当該ルールに、

デリバティブ取引の範囲、権限、責任、手続、限度額、ロスカットルール及び報告体制に関するルールが明記

されており、各種リスク状況は所管部で管理し、毎月、ALM 委員会等で経営陣に報告しております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 23 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。 

(単位：百万円) 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

(1) 現金預け金 224,843 224,843 ―

(2) 有価証券  

   満期保有目的の債券 77,034 79,570 2,535

   その他有価証券 1,538,303 1,538,303 ―

(3) 貸出金 5,229,084  

   貸倒引当金(＊１) △39,780  

 5,189,304 5,291,832 102,528

資産計 7,029,485 7,134,548 105,063

(1) 預金 6,451,406 6,454,050 2,644

(2) 譲渡性預金 141,495 141,495 ―

(3) コールマネー及び売渡手形 134,379 134,379 ―

(4) 借用金 45,970 46,815 845

(5) 社債 78,300 80,885 2,585

負債計 6,851,552 6,857,627 6,075

デリバティブ取引(＊２)  

 ヘッジ会計が適用されていないもの 629 629 ―

 ヘッジ会計が適用されているもの （146） （146） ―

デリバティブ取引計 483 483 ―

(＊１) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

(＊２) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（ ）で表示しております。 

 (注１) 金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

満期のある預け金については、預入期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利

で割り引いた現在価値を算定しております。なお、当初契約期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は日本証券業協会が公表しております売買参考統計値又は取引金融機関から提示さ

れた価格もしくは当行が合理的に算出した価格を時価としております。投資信託は公表されている基準価格又は

取引金融機関から提示された価格を時価としております。外国証券は取引金融機関及び金融情報提供会社から提

示された価格を時価としております。 

自行保証付私募債は将来キャッシュ・フローを市場金利に信用リスクを反映した利率で割り引いて時価を算定

しております。 

変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせない

状態にあると判断し、当連結会計年度末においては、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表計上額と

しております。これにより、市場価格をもって連結貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価証券」は 5,626 百

万円、「その他有価証券評価差額金」は 3,376 百万円それぞれ増加し、「繰延税金資産」は 2,250 百万円減少して

おります。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り及び原資産 10 年の金利スワップションのボラティリ

ティ等から見積もった将来キャッシュ・フローと内包されるオプションの価値を、同利回りに基づく割引率で割

引くことにより算定しております。 
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(3) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく

異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利

によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に信用リスク

を反映した利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は

帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価

値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における

連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについて

は、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時

価としております。 

 

負 債 

(1) 預金、及び(2) 譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、

定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定してお

ります。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、当初契約期間が短

期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(3) コールマネー及び売渡手形 

コールマネー及び売渡手形は、約定期間が短期間（1 年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。 

(4) 借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行及び連結子法人等の信用状態

は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時

価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を市場金利

に信用リスクを反映した利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期間(１年以内)の

ものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(5) 社債 

社債の時価は、日本証券業協会が公表しております売買参考統計値又は証券会社が公表している価格を時価と

しております。また、変動金利の社債については、短期間で市場金利を反映し、発行体の信用状態は実行後大き

く異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としており

ます。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利オプション、金利スワップ）、通貨関連取引（為替予約、通貨オプシ

ョン、通貨スワップ）であります。これらの取引はすべて店頭取引であり、時価は、割引現在価値やオプション

価格計算モデル等により算出しております。 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産(2)

その他有価証券」には含まれておりません。 
(単位：百万円) 

区 分 連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式(＊１) (＊２) 17,010

② 組合出資金(＊３) 2,827

合  計 19,837

(＊１) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから

時価開示の対象とはしておりません。 

(＊２) 当連結会計年度において、非上場株式について 44 百万円減損処理を行っております。 

(＊３) 組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもの

で構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 
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（有価証券関係） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券及び「買入金銭債権」中の信託受益権

を含めて記載しております。 

１．売買目的有価証券（平成 23 年 3月 31 日現在） 

 当連結会計年度の損益に含まれた 

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 △3
 

２．満期保有目的の債券（平成 23 年 3月 31 日現在） 

 種類 
連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

国債 38,665 40,667 2,001

地方債 15,522 15,773 251

社債 14,918 15,227 308

その他 494 501 6

 外国債券 494 501 6

時価が連結貸借対照

表計上額を超えるも

の 

   小 計 69,600 72,169 2,568

国債 ― ― ―

地方債 4,434 4,404 △30

社債 ― ― ―

その他 3,000 2,996 △3

 外国債券 3,000 2,996 △3

時価が連結貸借対照

表計上額を超えない

もの 

   小 計 7,434 7,401 △33

合 計 77,034 79,570 2,535

３．その他有価証券（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

 種類 
連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 38,342 27,049 11,293

債券 999,931 987,213 12,717

国債 474,748 468,221 6,527

地方債 148,165 146,685 1,479

社債 377,018 372,307 4,710

その他 142,637 139,829 2,807

外国債券 133,076 130,736 2,339

  その他 9,560 9,092 467

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

小 計 1,180,911 1,154,092 26,819

株式 44,846 59,594 △14,748

債券 200,149 201,960 △1,811

国債 93,130 94,036 △905

地方債 45,252 45,603 △350

社債 61,766 62,321 △554

その他 112,396 117,189 △4,792

外国債券 86,240 87,469 △1,229

  その他 26,156 29,719 △3,563

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

小 計 357,391 378,744 △21,352

合 計 1,538,303 1,532,837 5,466

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成 22 年 4月 1日 至 平成 23 年 3 月 31 日） 

該当ありません。 
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５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 22 年 4月 1日 至 平成 23 年 3 月 31 日） 

 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 7,668 1,126 1,704

債券 127,305 1,799 74

国債 90,705 1,444 ―

地方債 21,643 262 1

社債 14,956 92 72

その他 92,010 1,610 2,734

 外国債券 66,053 837 514

 その他 25,957 773 2,219

合 計 226,984 4,537 4,513

６．保有目的を変更した有価証券 

該当ありません。 

７．減損処理を行った有価証券 

有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著し

く下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められるもの以外については、当該時価をもっ

て連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」とい

う。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、2,448 百万円（うち株式 2,433 百万円、社債 15 百万円）であります。 

当該有価証券の減損処理については、時価の取得原価に対する下落率が 50％以上の銘柄は全て、また同下落率

が 30％以上 50％未満の銘柄については、発行会社の業況や過去一定期間の時価の下落率等を考慮し、時価の著し

い下落に該当するもの、かつ時価の回復可能性があると認められるもの以外について実施しております。 

（金銭の信託関係） 

１．運用目的の金銭の信託（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
当連結会計年度の損益に含まれた 

評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 1,942 ―

２．満期保有目的の金銭の信託（平成 23 年 3月 31 日現在） 

該当ありません。 
 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

 
連結貸借対照表 
計上額（百万

円） 

取得時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

うち連結貸借対
照表計上額が取
得原価を超える
もの(百万円) 

うち連結貸借対
照表計上額が取
得原価を超えな
いもの(百万円)

その他の 
金銭の信託 

1,000 1,000 ― ― ―

（注）「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えない

もの」は、それぞれ「差額」の内訳であります。 
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（企業結合等関係） 

パーチェス法の適用 

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企

業の名称、取得した議決権比率及び取得企業を決定するに至った主な根拠 

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 西日本シティＴＴ証券株式会社 

事業の内容 金融商品取引業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

当行が主要基盤とする福岡県は金融資産規模で国内有数のリテールマーケットであり、あらゆる金融ニーズに

対応できるより専門性の高い証券会社を当行グループ内に保有し、預かり資産ビジネスの拡大・強化を通じて総

合金融サービスを拡充することを目的としております。 

(3) 企業結合日 

平成 22 年 5月 6日 

(4) 企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称 

企業結合の法的形式 株式取得 

結合後企業の名称 変更ありません。 

(5) 取得した議決権比率 

60.0％ 

(6) 取得企業を決定するに至った主な根拠 

西日本シティＴＴ証券株式会社は、当行と東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社との共同出資

により設立したものですが、当行が持つ豊富な顧客基盤・店舗網、地域に根ざして築き上げたブランド力を活用

するとともに、東海東京証券株式会社が独立系フルライン証券会社として培ってきた高度なノウハウ・機能を導

入することができると考えたものです。 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成 22 年 4月 1日から平成 23 年 3 月 31 日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得原価 
2,550 百万

円

株式取得費用（現金） 
2,550 百万

円

４．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容 

資産 867 百万円

（うち現金預け金） 582 百万円

負債 245 百万円

（うちその他負債） 217 百万円

５．発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

640 百万円 

(2) 発生要因 

被取得企業に係る当行の持分額と取得原価との差額により、発生したものであります。 

(3) 償却方法及び償却期間 

5 年間の均等償却 

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額 

当連結会計年度の開始の日（4月 1日）をみなし取得日としているため、該当ありません。  
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